
１　現状と課題

15 10 01 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

総　合　５　か　年　計　画（　し　あ　わ　せ　信　州　創　造　プ　ラ　ン　2.0　）

８つの
重点目標

～ E-mail sports-ka@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 子どもの運動・スポーツ機会の充実事業費

部局 教育委員会事務局 課・室 スポーツ課

実施期間 Ｓ４０

事業番号

目指す姿

・子どもたちの運動・スポーツに親しむ機会が充実することで、運動の習慣化及び子どもの体力･運動能力が向上する。
・運動部活動を充実することで、本県の中高生の体力の向上や生涯に渡ってスポーツに親しむ資質を育成する。
・幼児期から運動遊びに取り組むことで、運動遊びが好きで、屋内外で元気に過ごす子どもたちを育てる。

総合的に展開
する重点政策

3-4 2027年国民体育大会・全国障害者スポーツ大会に向けたスポーツ振興

２　令和４年度事業内容

補正予算の
ポイント

・
主な取組
（予定）

○地域全体で中学生の多様なスポーツ・文化活動の機会を確保するため、休日部活動の今後のあり方について検討する市町村に支援を行う。

これまでの
取組

・長野県版運動プログラムの普及事業や実技指導協力者派遣事業等で学校現場の体育授業を共に取り組み、全ての児童が楽しく、安心して
運動に取り組むことができるようにし、その結果として体力の向上につながる指導等の在り方について周知、改善を図ってきた。
・部活動指導員の専門的な指導により、短時間で効率的・効果的な部活動の取り組みが進んでいる。

令和３年度
の点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・家庭でも（１人でも）できる映像教材の配信や運動意欲を高めるため
の学習カードの作成と配布など、子どもたちの運動機会を増やす手立
てを講じてきたが、コロナ禍における体育授業の運動種目、休み時間、
放課後の遊びの制限による運動量の減少により、体力が低下している
ことが懸念されている。
・長野県版運動プログラム普及事業は、新学習指導要領の全面実施や
新型コロナウイルスによる運動機会の減少の実態を受け、現場のニー
ズに即したプログラム内容の見直しが必要である。
・部活動顧問（教員）の指導時間が、部活動指導員の配置により一部当
たり平日4.1ｈ/週、休日1.7ｈ/週、計5.8h/週縮減。
・部活動指導員、高校運動部活動における外部人材任用希望数は増
加している。専門的な技術指導及び教員の負担軽減の実現に向けて、
更なる予算拡充が必要。

・コロナ禍においても、新しい生活様式を踏まえた感染症対策を講じつ
つ、学校体育授業の改善をはじめ、長野県版「運動プログラム」普及・
定着事業の促進や、中学生期の運動機会確保及び活動の充実を図
り、運動部活動支援事業等の活用を推進する。
・子どもの体力向上支援委員会でプログラムの開発に携わった講師と
共にプログラムの内容を検討、再構築していくと共に、運動再開プログ
ラムの普及、体幹トレーニングを基にした小学校の姿勢教室など、現プ
ログラムの幅広い活用も普及していく。
・年々の任用希望増加及び更なる部活動の専門的な技術指導及び教
員の負担軽減をねらい、部活動指導員・高校外部人材の増員をするこ
とにより、令和５年度からの休日部活動の段階的な地域移行を推進し、
持続可能な運営体制による運動部活動の充実を図る。

【ＤＸ】ＲＰＡを活用した長野県新体力テスト結果の集計
【共生社会づくり】スポーツの多様な価値を学ぶ「パラアスリートの派遣」に係る各種事業を積極的に周知
【学びの県づくり】運動好きの子どもを育てることで、生涯を通じた豊かなスポーツライフの充実を促進
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 決　算　額（B） 33,388 34,295
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うち一般財源 29,012
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1.本県の子どもの体力・運動能力等の状況を把握するため、「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における体力合計点を指標に設定
2.本県の子どもの運動やスポーツに対する関心を把握するため、体力や運動時間の面で全国平均を下回っている中学生女子について、「全国体力・
運動能力、運動習慣等調査」における質問紙を指標に設定

目
標
値

1.第２次長野県スポーツ推進計画（平成30年度～令和４年度）における指標であり、令和４年度は最終年度のため、52.0点を目標とする。
2.第２次長野県スポーツ推進計画（平成30年度～令和４年度）における指標であり、令和４年度は最終年度のため、80.0％を目標とする。
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5 運動部活動支援事業

直接
運動部活動指導者を対象とした研修会の開催、アスレチック・トレーナーやトップアス
リート等の指導者の派遣を実施。（研修回数：12回、派遣人数：12人）

中学校運動部活動の専門的な指導による適正な運営と教員負担軽減のため、部活
動指導員を任用する市町村に補助。
（任用：45市町村、169名）

小中学校体育・スポーツ研
究協議会

直接
小中学校全体育主任等を対象とした体育科経営に関するマネジメント能力及び授業
力の向上を図るため、研修を開催する。（予定参加者数：534人）

実技指導の堪能な指導者を小・中学校に派遣することで、体育授業の充実を図る。
（予定派遣校数：50校）

No. 細事業を構成する主な取組

運動部活動改革事業費
41,781 45,995

当初 46,081

細事業
No.

細事業名
R2年度

最終予算
R3年度

最終予算

補助金

1
部活動指導員任用事業補助
金

事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

事　業　名 子どもの運動・スポーツ機会の充実事業費 部局 教育委員会事務局 課・室 スポーツ課

No. 細事業を構成する主な取組 実施 方法 令和４年度　実施内容（予定）

1

1
学校体育実技指導協力者派
遣事業

直接

R4年度
予算

641

千円 千円 千円

6
地域スポーツ・文化クラブ活
動体制整備事業補助金

補助金
中学校の休日部活動の今後のあり方を地域全体で検討する市町村に補助。
（補助予定　協議会の開催等：20市町村　指導者研修会等開催：２地域）

2 地域部活動推進事業

3
全国高等学校体育連盟研究
大会負担金

負担金 公益財団法人全国高等学校体育連盟に加盟する各高等学校体育・スポーツ指導者
の資質向上を図るため、日頃の研究成果を発表するとともに、当面する諸問題につい
て情報交換し、高等学校教育の一環としての体育・スポーツの振興・発展に資する。
（参加者：450人）

2

千円 千円 千円

補正

委託
令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向けて、地域人材の確保や
費用負担のあり方、運営団体の確保などの課題に総合的に取り組むために、拠点校
（地域）において実践研究を実施。（実施予定：４市町村）

直接

2 学校体育実技認定・指導事業費
8,112 7,553

当初 3,910

補正 0

細事業
No.

細事業名
R2年度

最終予算
R3年度

最終予算
R4年度
予算

3
外部人材による高等学校運
動部活動支援事業

直接
高等学校の運動部活動に、専門的な技術指導力を有する外部指導者を派遣し、地
域社会との連携を深めるとともに、運動部活動の充実と活性化。（派遣予定72校、105
人）

4
高等学校における部活動指
導員任用事業

直接
高等学校の運動部活動に専門的な技術指導力を有する部活動指導員を任用し、専
門的な指導を求める生徒のニーズに応えるとともに、教員の負担軽減を図る。
（任用：５校、５名）

実施 方法 令和４年度　実施内容（予定）



15 10 01事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

事　業　名 子どもの運動・スポーツ機会の充実事業費 部局 教育委員会事務局 課・室 スポーツ課

補正

細事業
No.

細事業名
R2年度

最終予算
R3年度

最終予算
R4年度
予算

長野県版運動プログラムに係る講師の専門的な知見や指導している子どもたちの実
態から、プログラム内容の見直しを検討するとともに、本県体力向上施策の改善と充
実を図る。

総合型地域スポーツクラブ指
導者による実技指導モデル
事業

直接

キッズ運動遊びどこでもゼミ
ナール

直接

3 長野県版「運動プログラム」普及定着事業費
2,464 2,083

当初 2,133

3
「体つくり運動」実技講習会
事業

直接
本県小中学校において課題となっている体力・運動能力の向上を目指し、専門的に
研究を行っている講師を学校に派遣し、授業での活用や１校１運動の充実を図る。
（講習会：13回）

No. 細事業を構成する主な取組 実施 方法 令和４年度　実施内容（予定）

0

千円 千円 千円

4

長野県版運動プログラムの定着を図るため、総合型地域スポーツクラブ指導者を養
成する研修講座を行うとともに、同指導者による放課後や休日の運動遊び教室を実
施。（派遣：３市町村、56回）

長野県版運動プログラムの運動遊びの普及を図るため、幼保小の教職員、地域指導
者、保護者を対象にした出前ゼミナールを開催。
（ゼミナール：９回）

2
児童生徒の体力向上支援事
業

直接

1


